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2012年1月1日付で、商法の改正が発効した。いくつ
か大きな改正が行われているが、その中で最も重要な
改正について以下に概略を紹介する。
取締役と雇用

従来は、取締役が同じ会社内でジェネラル・マネジャーを同時に兼務することはできな

かった。取締役には商法が適用されていたが、ジェネラル・マネジャーには労働法が適

用されていた。今回の改正によって、取締役はジェネラル・マネジャーを兼務すること

が可能となり、その場合、その者のポジションに対しては労働法も一部適用されること

になった。かかる措置によって、その取締役は、従業員としての通例の給付を受給する

ことが可能となる。 

この取り決めは、取締役の責任には影響を与えない。取締役の責任並びに取締役の任命

及び解任に対しては、依然として商法が適用される。

契約上の損害賠償に係る責任制限

今日までは、原則として、契約の中で、将来に発生する損害賠償の金額に制限を設ける

ことはできなかった。いったん損害を引き起こすような事件が発生した場合に、実際の

損害賠償請求を放棄することが可能であったに過ぎない。この点は今回の改正によって

変更された。将来の損害賠償額を制限する条項を契約に盛り込むことが可能になった。

例えば、契約当事者は、(実際の損害額がもっと高い可能性があっても)損害賠償額が100
万CZKを超えてはならないと合意することができる。

かかる制限は、故意によって引き起こされた（すなわち意図的な）損害には適用されない。

関係当事者に対する担保の提供

会社がその取締役の責務に関して担保（例えば、保証、質など）を供するとき、原則と

して、総会の事前承認を得ることが要求されていた。今回の改正により、担保の提供前

に事前の承認を得ることは必要とされなくなった。総会の承認は担保が供された後に取

得すればよいこととなった。
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商業登記官に提出する書類

以下の書類はもはや商業登記官に提出する必要はなくなった。 

(i) 利益分配に関する合意書 

(ii) 取締役及び支店長の署名鑑

また、公式に閲覧可能な文書から、上記の文書を削除するよう商業登記官に請求するこ

とが可能となった。

このような措置の結果、会社が提出しなければならない文書の数は以前より減少した。

土地所有の証拠

会社が所有している土地の住所を会社の住所として商業登記に登録するとき、その土地

の土地登記簿の抄録を商業登記官に提出する必要はなくなった。

個人情報保護

個々の個人ID（出生）番号は、引き続き商業登記に記録されるが、もはや公開されるこ

とはなくなった。

取締役の辞任

会社の株主の数が一名である場合において、その会社の取締役が辞任したが、当該唯一

の株主がかかる辞任を承認しない場合、かかる辞任は、当該唯一の株主に通知を交付し

た日から2ヶ月が経過しないと効力を発生しない。


